
i A-6 ¥ 
it五月聖子 2 と〉 。 。会手三の弓実カミ I~ T____ジャ一方白貫主Eのフ'=)-I!勺

テ=ノレファイ雷苛至笠の糸占男宅より

0西 1T' (東海大学)

レジャー レジャー施策 レジャー研究 将来予測 デルファイ調査

|研究の目的|

労働基準法の改正やリゾート法の制定などにより、最近の我が図の余暇をめぐる状況は

大きく変化しつつある a それにともないレジャー・レクリヱーシヨン研究は今後どのよう

になると予測されるだろうか。デルファイ法を用いたレクリエーシヨン学会会員に対する

アンケート調査の一部をもとに、西暦 2000停の「我が国のレジャー施策の方向性Jに

ついて、我が国の専門の研究者はどのように考えているかを明らかにする。

|研究の方法|

デルフアイ法によるアンケート調査

調査項目 「労働の状況 rライフスタイルの傾向レジャー支出レジャーの目

的の傾向レジャー活動レジャー施設レジャー施策の方向レジャー研究の

傾向日本の伝統的レジャー活動Jの 9分野、 1 6項目

とくに、本研究のための項目は、 「国や公共団体等の具体的余暇重点施策j 「余暇対策

|謂連予算レジャー施策の方向」の 3項目である。

調査対象 1 9 R 8年 4月現在、日本レクリエーシヨン学会に所属する 61 0名の会員

の中から無作為に抽出した 320名(2回目は未配達の 1R名を除いた 302名)

調査時期 第一回目調査 1 988年 1]月

第二回目調査 J 988 年 2 月~ 1 9 8 9年 1月

集計方法

数の集計

コンピユータプログラム SA S (Statistical Analysis System) による度

|結果および考察|

公回答数と回答者について

費~---回目調査 有効回答数 ]00 (31%) 

第:回目調査 86 (299も)

21IT1の調査とも 30%程度であった。郵送法で無記名回答であるごと、

ごと質問項目が多かったなどの理闘が考えらる。

繁忙期であった

回答者の職業は、 「教育関係者Jが一回目が !J 6 %、 :回目が 54%で約半数、 「公務

貝」、 「会社員」、 「指導者などの実践家j がそれぞれ約 10 %づっ、 「研究所貝」、 「

コンサルタシト J、 「造園|菊係者」は合わせて 10 %程度だった。

また 2つ以内の複数回答による回答者の研究テーマについて、 「活動とプログラム j が

約 60%、 「レジャー行動」が 30%、 「資源・空間サーピスと運営管理歴史J

「政策と運動Jがほぼ 10 %であった。

大国や公共団体等が重点を置く具体的施策について

表 1は「余暇生活の充実のために、国や公共団体等が重点、を習いている具体的施策J
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対する 2四日調査の回答結果である。

「施設の整備 r制度の整備専門指導者の養成情報の提供Jなどが多か勺た。
大余暇対策関連予算について

余H醍対策関連予揮についての 2四日調査の結果は「施設建設J (79%) r環境基盤整

備 (71 %)の進展を予測した研究者が多かったが、 「調査研究J (9 %)や「消費者

保護関連J (2 %)は少ない。 r情報収集・広報宣伝関連」はJ!7 %、 「教育・指導・プ
ログラムサービス関連」は 4 5 %、 「施設の運営管理関連Jは 4 2 %だった。

大レジャー施策の方向について

書籍や新聞等で取り上げられた今後のレジャー施策について、西暦 20 0 0 俸には「ど

うなっているかまたどうなっているべきかJを「かなり後退(あるいは減少) Jから

「かなり進展(あるいは増加) Jまで 5段階で回答を求めた。

圏 lは、 2回目調査を便宜的に「かなり後退(あるいは減少) Jを 1点、 「かなり進展

(あるいは増加) Jを弓点、途中を 2、 3、 4点として得点化した結果である。

表 l 余暇生活の充実のために、 2000年に園

や公共団体等が重点をおいている具体的施策

(2回目調査 3つ以内の複数回答)

公的な文化施設、余暇施設をもっと整備する

夏季等の長期休暇をもっと普及させるなどの

開度をつくる

余暇の分野での専門的指導者を育成する

余暇に関する情報を提供する

余暇のためのさまざまなプログラムを開発し

陣供する

平日に余暇を享受しやすくするなどの制度を

険討する

余暇を有効に使うために、道路、父通網の製

闘を図る

交通機関や宿泊施設等の料金の軽減を図る

余暇相談などのサービスを行なう

公共機関等で趣味、スポーツを楽しめる銘力

を育成する

余暇意識や余暇活動の普及啓蒙のために行事

障を行なう

グループ活動の支援を積極的に行なう

余暇意識や余暇行動に関する調査研究を行な

う
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図]余暇政策の方向ーどうなっているか、どうなっているべきか

項 目 l得点 [12345
崎関連を特に管帽する省庁の設I3，72 ~ 
置

方自治体の余暇関連所轄部課の|

設置

活と第二.セク~ーが主舗とな勺

た自治体の余暇行政 ! 
?政と住民のより連係のとれた斜

鞍施策の推進

公立学校における余暇享受能力の

調発を目的とした学科目の採用

レクリエーシヨン関係の指導者

喝の国家認定制

「パークス&レクリエーシヨンJI 
m考え方の普及
守暇関連情報センターの設置

4学の余暇閣退学科の設置

究者と実践者の協力

いわゆるハードとソフトの協力

ヱれらの結果からも、西暦 20 0 0年に向けて、盟民が余暇をより享受しやすいシステ

ムづくりに向けての施策が急速に実施されると予想される o それにともない、研究は「資

源‘スペース政策・運動レジャ一行動サーピスや管理運営Jなどが今以土に

行われる必要があると思われる。今回調査をもとにこの点に関して研究を進めていきたい。
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